
公認会計士試験制度の概要

受験資格 受験資格の制限なし。年齢、学歴等にかかわらず受験可能

受験地
東京都、大阪府、北海道、宮城県、愛知県、石川県、広島県、
香川県、熊本県、福岡県、沖縄県その他審査会の指定する場所

■財務会計論 ■管理会計論 ■監査論 ■企業法

年２回（第Ⅰ回１２月上中旬、第Ⅱ回５月下旬）実施

試験科目

短答式試験合格 合格者は、翌年及び翌々年の２年間、
短答式試験の免除を受けることが可能

※論文式試験で不合格になった場合でも、公認会計士･監査審査会が相当と認める成績を
得た科目については、翌年及び翌々年の２年間、当該科目の免除を受けることが可能

必須科目 ■会計学 ■監査論 ■企業法 ■租税法
選択科目 ■経営学 ■経済学 ■民法 ■統計学

（以上の４科目から１科目選択）

試験科目

年１回（８月中下旬）実施

短
答
式
試
験

公認会計士試験合格

公 認 会 計 士

（注）実務経験
①業務補助 監査証明業務について公認会計士又は監査法人を補助
②実務従事 財務に関する監査、分析、その他の実務に従事

（実務従事に該当する業務の例：企業における経理、予算管理、原価計算、
企業財務分析や財務コンサルタントなど。単純な経理事務等は除く。）

○３年以上の実務経験（注）

業務補助 又は 実務従事 ※試験合格の前に行うことも可

○実務補習
公認会計士となるのに必要な技能を取得（講習を受け、必要な単位を取得）

※日本公認会計士協会による修了考査を含む

論
文
式
試
験

登

録
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令和５ 年 11 月 10 日 

公認会計士 ・   監査審査会 

 

 

令和６ 年公認会計士試験（ 短答式試験・ 論文式試験） への受験に当

たり まし ては、 以下の対応につき まし て、 ご理解・ ご協力をお願いし

ます。  

１ ． 体調不良の方 

⑴ 以下の方については、他の受験者等への感染のおそれがあるた

め、 当日の受験を 控えていただく よう お願いし ます。  

①   感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（ 平成１ ０ 年法律第１ １ ４ 号）第６ 条で定める感染症のう ち、

空気感染又は飛沫感染により 感染するも の（ 以下、「 感染症等」

と いう 。） に罹患し 、 症状が回復し ていない方 

② 発熱等、 感染症等の感染が疑われる症状がある方 

※感染症等に感染し た疑いがある場合には、当日の朝、試験場へ行く 前

にご自宅等において抗原検査又は検温を行い、 陽性反応又は発熱が

ないか確認し てく ださ い。  

 

⑵ 試験場で上記②の症状が生じ た場合には、必ずその旨を試験官

等へお申し 出く ださ い。他の受験者等への感染拡大防止のために

必要な措置と し て、別室への移動要請のほか、症状によっ ては受

験を中止し 、 ご帰宅し ていただく 場合があり ますのであら かじ

めご了承く ださ い。  

※ 体調不良と 思われる方には、 必要に応じ て試験官が体温測定等を要

請する場合があり ますので、 その際はご対応いただく よ う お願いし

ます。  

 

なお、 上記に該当する方などへの再試験・ 受験手数料の返金など

の特別な措置は予定し ており ませんので、 受験者におかれまし て

は、 受験当日まで十分な予防と 健康管理を お願いし ます。  

 

 

令和６ 年公認会計士試験を受験さ れる方へ 

― 感染症等への対策についてのお知ら せ ― 
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２ ． 試験場でのお願い 

試験場では、 感染防止のため、 以下の点に留意し てく ださ い。  

①  マスク の着用 

マスク の着用については原則と し て個人の判断によ るこ と と

いたし ますが、 咳等の症状がある場合、 感染対策上の理由から マ

スク の着用を お願いする 場合があり ますのでご承知おき く ださ

い。   

② 検温 

 入場時の検温は原則と し て行わないこ と と いたし ます。  

③ 試験室の換気 

試験室は、 適宜、 ド アや窓を開放するなどの換気を行います。

室温の高低に対応でき る よ う 試験当日の服装には注意し てく だ

さ い。  

④ その他 

試験場では試験官の指示に従っ てく ださ い。従っ ていただけな

い場合は、 受験を 中止するこ と があり ます。  
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令和５年公認会計士試験の合格発表の概要について 

 
１． 試験結果の概要 

（１）  願書提出者数（名寄せ）※ 

20,317 人 男性  14,899 人  女性  5,418 人  女性比率  26.7％ 
 

※ 第Ⅰ回短答式試験、第Ⅱ回短答式試験のいずれにも願書を提出した受験者を名寄せして集計したもの。 

 

 

（２） 論文式試験受験者数 

4,192 人 
 

 

（３）  論文式試験合格者数（最終合格者数） 

1,544 人（対前年比 88人増） 男性  1,199 人  女性  345 人  女性比率  22.3％ 

最終合格率  7.6％ 
 
 

【令和５年公認会計士試験結果】 
 

 

区 分 
 

令和５年試験 

 

 

令和４年試験 

願書提出者数(a) 20,317 人 18,789 人 

短答式試験受験者数 18,228 人 16,701 人 

短答式試験合格者数(b) 2,103 人 1,979 人 

短答式試験免除者数(c) 2,089 人 2,088 人 

論文式試験受験者数(b+c) 4,192 人 4,067 人 

論文式試験合格者数 

（最終合格者数）(d) 
1,544 人 1,456 人 

最終合格率(d/a) 7.6％ 7.7％ 
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２．論文式試験合格者の概要 

（１）  合格者 

  52.0％以上の得点比率を取得した者 

  ただし、試験科目のうち１科目につき得点比率が 40％未満のものがある場合は不合

格 

 

（２） 合格者の年齢※ 

  合格者の平均年齢は 24.5 歳 

  最高年齢は 61 歳、最低年齢は 18 歳 

 

（３）  合格者の職業※ 

  「学生」及び「専修学校・各種学校受講生」が 981人（構成比 63.5％） 

  「会社員」は 117 人（構成比 7.6％） 
 

※ 出願時の申告に基づく。 

 

３．一部科目免除資格取得者の概要 

論文式試験の一部の試験科目について、合格発表の日から起算して２年を経過する論文式試

験まで免除を受けることができる一部科目免除資格取得者は 544 人(属人ベース) 

（注）科目別の免除資格取得者の延べ人数ベースでは 631 人 
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令和５年公認会計士試験

合格者調
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1． 年別合格者調

論 文 式

受 験 者

( Ａ ) ( Ｂ ) ( Ｃ ) ( Ｃ ) ／( Ａ ) ( Ｃ ) ／( Ｂ )

人 人 人 ％ ％

20, 796 9, 617 3, 108 14. 9 32. 3

20, 926 9, 026 4, 041 19. 3 44. 8

21, 168 8, 463 3, 625 17. 1 42. 8

21, 255 6, 173 2, 229 10. 5 36. 1

25, 648 5, 512 2, 041 8. 0 37. 0

23, 151 4, 632 1, 511 6. 5 32. 6

17, 894 3, 542 1, 347 7. 5 38. 0

13, 224 3, 277 1, 178 8. 9 35. 9

10, 870 2, 994 1, 102 10. 1 36. 8

10, 180 3, 086 1, 051 10. 3 34. 1

10, 256 3, 138 1, 108 10. 8 35. 3

11, 032 3, 306 1, 231 11. 2 37. 2

11, 742 3, 678 1, 305 11. 1 35. 5

12, 532 3, 792 1, 337 10. 7 35. 3

13, 231 3, 719 1, 335 10. 1 35. 9

14, 192 3, 992 1, 360 9. 6 34. 1

18, 789 4, 067 1, 456 7. 7 35. 8

20, 317 4, 192 1, 544 7. 6 36. 8

297, 203 86, 206 31, 909 10. 7 37. 0

（ 注１ ） 令和 5年合格者中
最高年齢61歳、 最低年齢18歳、 女性345人

（ 注２ ） 願書提出者数は、 第Ⅰ回短答式試験、 第Ⅱ回短答式試験のいずれにも 願書を提出し た
受験者を名寄せし て集計し たも の

願 書 提 出 者 合 格 者
合　 格　 率

年 別

合計

令和  3年

令和  2年

令和　 元年

平成 25年

令和  5年

令和  4年

平成 26年

平成 18年

平成 24年

平成 23年

平成 22年

平成 21年

平成 20年

平成 19年

平成 30年

平成 29年

平成 28年

平成 27年
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2． 年齢別合格者調

論 文 式 合 格 者
受 験 者 構 成 比

( Ａ ) ( Ｂ ) ( Ｃ ) ( Ｃ ) ／( Ａ ) ( Ｃ ) ／( Ｂ )

人 人 人 ％ ％ ％

20歳未満 384 36 23 6. 0 63. 9 1. 5%

20歳以上25歳未満 9, 710 1, 980 977 10. 1 49. 3 63. 3%

25歳以上30歳未満 4, 734 1, 059 356 7. 5 33. 6 23. 1%

30歳以上35歳未満 2, 248 456 122 5. 4 26. 8 7. 9%

35歳以上40歳未満 1, 255 270 38 3. 0 14. 1 2. 5%

40歳以上45歳未満 805 159 20 2. 5 12. 6 1. 3%

45歳以上50歳未満 484 88 5 1. 0 5. 7 0. 3%

50歳以上55歳未満 277 63 2 0. 7 3. 2 0. 1%

55歳以上60歳未満 200 33 0 0. 0 0. 0 0. 0%

60歳以上65歳未満 103 25 1 1. 0 4. 0 0. 1%

65歳以上 117 23 0 0. 0 0. 0 0. 0%

20, 317 4, 192 1, 544 7. 6 36. 8 100. 0

( 注)  令和 5年11月17日時点の年齢であり 、 出願時の申告に基づく も の。

区　 　 分
願書提出者 合 格 者

合　 格　 率

合　 　 計
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3． 学歴別合格者調

論 文 式 合 格 者
受 験 者 構 成 比

( Ａ ) ( Ｂ ) ( Ｃ ) ( Ｃ ) ／( Ａ ) ( Ｃ ) ／( Ｂ )

人 人 人 ％ ％ ％

1, 009 298 39 3. 9 13. 1 2. 5%

719 314 29 4. 0 9. 2 1. 9%

138 35 15 10. 9 42. 9 1. 0%

195 39 17 8. 7 43. 6 1. 1%

8, 892 1, 945 670 7. 5 34. 4 43. 4%

6, 740 1, 195 652 9. 7 54. 6 42. 2%

2, 073 269 95 4. 6 35. 3 6. 2%

551 97 27 4. 9 27. 8 1. 7%

20, 317 4, 192 1, 544 7. 6 36. 8 100. 0

（ 注１ ） 出願時の申告に基づく も の。 また、 第Ⅰ回、 第Ⅱ回のいずれにも 願書を 提出し た受験者については、
        第Ⅱ回における出願時の申告に基づく 区分による。
（ 注２ ） 大学院の「 修了」 、 大学及び高校の「 卒業」 には、 見込者を 含む。

会 計 専 門 職
大 学 院 修 了

区　 　 分
願書提出者 合 格 者

合　 格　 率

大 学 院 修 了

合　 　 計

大 学 院 在 学

会 計 専 門 職
大 学 院 在 学

大 学 卒 業
（ 短 大 含 む ）

大 学 在 学
（ 短 大 含 む ）

高 校 卒 業

そ の 他
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4． 職業別合格者調

論 文 式 合 格 者
受 験 者 構 成 比

( Ａ ) ( Ｂ ) ( Ｃ ) ( Ｃ ) ／( Ａ ) ( Ｃ ) ／( Ｂ )

人 人 人 ％ ％ ％

49 40 5 10. 2 12. 5 0. 3%

838 233 81 9. 7 34. 8 5. 2%

45 11 0 0. 0 0. 0 0. 0%

3, 223 479 117 3. 6 24. 4 7. 6%

647 94 17 2. 6 18. 1 1. 1%

45 16 1 2. 2 6. 3 0. 1%

71 10 1 1. 4 10. 0 0. 1%

9, 022 1, 737 867 9. 6 49. 9 56. 2%

1, 481 380 114 7. 7 30. 0 7. 4%

3, 661 915 289 7. 9 31. 6 18. 7%

1, 235 277 52 4. 2 18. 8 3. 4%

20, 317 4, 192 1, 544 7. 6 36. 8 100. 0

（ 注１ ） 出願時の申告に基づく も の。 また、 第Ⅰ回、 第Ⅱ回のいずれにも 願書を提出し た受験者については、

会 計 事 務 所 員

区　 　 分
願書提出者 合 格 者

合　 格　 率

会 計 士 補

専 修 学 校 ・
各 種 学 校 受 講 生

無 職

そ の 他

合　 　 計

税 理 士

会 社 員

公 務 員

教 員

教育・ 学習支援者

学 生
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5． 財務局別合格者調

論 文 式 合 格 者
受 験 者 構 成 比

( Ａ ) ( Ｂ ) ( Ｃ ) ( Ｃ ) ／( Ａ ) ( Ｃ ) ／( Ｂ )

人 人 人 ％ ％ ％

427 81 22 5. 2 27. 2 1. 4%

637 179 65 10. 2 36. 3 4. 2%

11, 495 2, 347 866 7. 5 36. 9 56. 1%

295 49 20 6. 8 40. 8 1. 3%

1, 369 295 111 8. 1 37. 6 7. 2%

4, 199 902 343 8. 2 38. 0 22. 2%

364 69 21 5. 8 30. 4 1. 4%

313 56 19 6. 1 33. 9 1. 2%

225 35 13 5. 8 37. 1 0. 8%

890 157 55 6. 2 35. 0 3. 6%

103 22 9 8. 7 40. 9 0. 6%

20, 317 4, 192 1, 544 7. 6 36. 8 100. 0

東 北

区　 　 分
願書提出者 合 格 者

合　 格　 率

北 海 道

九 州

福 岡

沖 縄

合　 　 計

関 東

北 陸

東 海

近 畿

中 国

四 国
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試験結果の概要 
（令和６年公認会計士試験第Ⅰ回短答式試験） 

 

 

（１） 願書提出者数 

15,681人 

うち、欠席者3,581人※ 
※ 受験科目全てを欠席した者を指す。 

 

（２） 答案提出者数 

12,100人 

 

（３） 合格者数 

1,304人 

・ 総点数の75％以上を取得した者 

・ ただし、試験科目のうち１科目につき、その満点の40％未満の得点があり、

且つ、答案提出者の下位から遡って33％の人数に当たる者と同一の得点

に満たない者は不合格 

 

（４） 総合平均得点比率・科目別平均得点比率 

平均得点比率 

総合 50.5％ 

科目別 

財務会計論 46.7％ 

管理会計論 43.1％ 

監査論 59.1％ 

企業法 53.0％ 
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令和５年度の講演会の開催状況 

 

開 催 日 場    所 講 師 

令和 5 年 4 月 1 日 日 本 大 学 東京都 松井会長 

5 月 25 日 東 北 工 業 大 学 宮城県 青木委員 

5 月 26 日 信 州 大 学 長野県 松井会長 

6 月 1 日 金 沢 星 稜 大 学 
石川県 

(オンライン) 松井会長 

6 月 8 日 専  修  大  学 
東京都 

(オンライン) 松井会長 

6 月 26 日 弘 前 大 学 青森県 青木委員 

6 月 30 日 大 阪 公 立 大 学 大阪府 松井会長 

7 月 14 日 福 岡 大 学 福岡県 青木委員 

7 月 27 日 金 沢 大 学 
石川県 

(オンライン) 
松井会長 

10 月 2 日 立 教 大 学 東京都 青木委員 

10 月 5 日 青 山 学 院 大 学 東京都 松井会長 

10 月 13 日 東 北 大 学 宮城県 青木委員 

10 月 18 日 兵 庫 県 立 大 学 兵庫県 松井会長 

10 月 30 日 広 島 修 道 大 学 広島県 青木委員 

11 月 23 日 明 治 大 学 東京都 青木委員 

11 月 28 日 駒 澤 大 学 東京都 松井会長 

12 月 15 日 中 央 大 学 東京都 松井会長 

令和 6 年 1 月 16 日 富 山 大 学 富山県 青木委員 
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